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○ 無⼈ヘリコプターを利⽤した空中散布は、平成３年から現場導⼊され、きめ細かな作業が可能で⼩規模
⾯積での利⽤も容易であることから、現在、特に⽔稲栽培において、農作業の省⼒化の基盤となっている。

○ また、病害⾍防除のほか、播種、施肥等に活⽤され、農作業の効率化及び低コスト化に寄与。
○ 近年では、中⼭間地、狭⼩な園地や、野菜、果樹での無⼈マルチローター（ドローン）の利活⽤が期待

されている。
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H27年 技術指導指針の策定 ▼

水稲防除における空中散布実績の推移

作物別の空中散布実績の推移
【ha】

空中散布従事者（登録代行機関調べ）

○無人ヘリコプター 登録数：約2,800機
認定操縦者：約10千人

○マルチローター 登録数：約1,500機
認定操縦者：約5,800人

（平成31年３月末現在）

１．無人航空機による農薬散布等の取組状況
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２．農業現場の現状と課題

○ 農業のみならず農林⽔産業・⾷品産業分野では、担い⼿の減少・⾼齢化の進⾏等により労働⼒不⾜が深刻
な問題。

○ 農林⽔産業の現場では、⼈⼿に頼る作業の負担軽減と⽣産性向上が重要であり、省⼒化を進め、⽣産性を
⾼めるドローン等の最先端技術の活⽤に対する期待が⼤きい。

農業者の高齢化、深刻な労働力不足

⾼齢化が進⾏し、平均年齢は66.4歳で65歳以上
が６割以上。

資料︓「2015年農林業センサス」

○ 農業就業⼈⼝の年齢構成（平成27年）

農業分野における課題

○ 機械化が難しく⼿作業に頼らざるを得ない作業や、危
険できつい作業が多く残存。

○ 農業労働⼒⼈⼝が減少する中、
⽣産性向上には⼀⼈当たりの作業
⾯積の限界打破が必要。

○ トラクターの操作などの熟練者で
なければできない作業が多く、若
者や⼥性の参⼊の妨げ。

農林⽔産業の現場では、依然として⼈⼿に頼る作業や
熟練者でなければできない作業が多く、省⼒化・負担の
軽減と効率化が重要な課題となっている。
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３．スマート農業の実現に向けて

第２ 具体的施策
Ⅰ．[４] １．農林⽔産業全体にわたる改⾰とスマート農林⽔産業の実現
（３）新たに講ずべき具体的施策

ⅰ）③ データと先端技術のフル活⽤による世界トップレベルの「スマート農業」の実現
農業のあらゆる現場において、ICT 機器が幅広く導⼊され、栽培管理等がセンサーデータとビッグデータ解析により

最適化され、熟練者の作業ノウハウがAI により形式知化され、実作業がロボット技術等で無⼈化・省⼒化される。こう
した現場をデータ共有によるバリューチェーン全体の最適化によって底上げする「スマート農業」を実現する。

イ）先端技術の実装
・ 国、研究機関、⺠間企業、農業者の活⼒を結集し、現場ニーズを踏まえながら、バリューチェーン全体を視野

に、オープンイノベーション、産学連携等を進め、AI、IoT、センシング技術、ロボット、ドローンなどの先端
技術の研究開発から、モデル農場における体系的な⼀気通貫の技術実証、速やかな現場への普及までを総合的
に推進する。

未来投資戦略2018（抜粋）（平成30年６月15日閣議決定）

＜背景と狙い＞
○ 近年、発展の著しいICTやロボット技術、AI等の先端技術は、肥料・農薬等の資材費の削減や農業⽣産の効率化、農産物の

⾼付加価値化など、意欲ある農業者が⾃らの経営戦略を実現し、競争⼒を向上するための強⼒なツールになることが期待さ
れる。

〇⼀⽅、今後、農業従事者の⾼齢化やリタイアがますます進⾏していくことが⾒込まれるが、こうした先端技術は、熟練農業
者の技術の伝承にも役⽴つものであり、地域農業を次世代に継承していくためにも、新技術の⽣産現場への導⼊は待ったな
しの課題である。

〇このため、農業者や企業、研究機関、⾏政などの関係者が、共通認識を持って連携しながら開発から普及に⾄る取組を効果
的に進め、農業現場への新技術の実装を加速化し、農業経営の改善を実現することを⽬的として、「農業新技術の現場実装
推進プログラム」を策定する。

農業新技術の現場実装推進プログラム（抜粋）（令和元年６月７日 農林水産業・地域の活力創造本部決定）

5

MAFF



４．農業用ドローンの利活用拡大に向けた規制の見直し

○ 規制改⾰推進会議での議論も踏まえ、農業分野でのドローン※利⽤拡⼤に向けて、航空法を所管
する国⼟交通省に規制⾒直しを提案するため、平成30年8⽉〜11⽉に計３回の検討会を開催。

○ 航空法に基づく規制の改⾰に向けた円滑かつ迅速な検討に資するよう、農業分野におけるドロー
ンの利⽤実態及び技術開発の現状の把握と、各種規制がリスク回避に寄与する程度の分析を⾏った
上で、これらの規制の代替⼿段を検討。
※ 本検討会では、マルチローターを対象として検討。

小型無人航空機の農業分野における利活用の拡大について

小型無人航空機の国内外の技術革新と農業分野における利用の実態を把握し、オペレーターと補助者の
役割等を再検証し、それを踏まえて、補助者の配置等の各種規制がリスクの回避に寄与する程度を速やか
に分析評価した上で、その結果に基づき、農業分野における利用時の補助者配置義務、目視外飛行時の
基準、最大離陸重量25kg以上の機体に要求される機能・性能基準を含めた各種規制の妥当性や代替手段

を、規制の緩和等による安全リスクとその効果との比較衡量の観点も含めて検討し、結論を得次第、速や
かに、必要な措置を講ずる。 （平成30年検討・結論、結論を得次第速やかに措置）

規制改革推進に関する第３次答申（平成30年6月4日）

MAFF
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規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定） 抜粋

農業分野における⼩型無⼈航空機の利活⽤拡⼤に向けた検討会
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４．農業用ドローンの利活用拡大に向けた規制の見直し
MAFF

（１）航空法に基づく規制
－最新型ドローンについて、技術指導指針を廃⽌する。

【平成3１年上期措置】
－農⽔省は、最新型の農業⽤ドローン活⽤が拡⼤するよう、

ディーラーやメーカー等に対し顧客の代⾏申請を⾏うよう促す。
これにより、⾃動操縦機能、カメラ機能を備えた機体の申請実

績を作る。 【平成3０年度措置】

（２）農薬取締法に基づく規制
－既存の地上散布⽤農薬の希釈倍数を⾒直す変更登録申請の場合、

作物残留試験を不要とする。 【平成3０年度措置】

（３）電波法に基づく規制
－総務省は実証試験を⾏い、検証内容に基づいてドローンの携帯 電波利⽤を拡⼤させ

るための制度改正を⾏う。 【平成31年度措置】
－総務省は、低空を⾶⾏するドローンについて、携帯電波を利⽤可能とする場合の要

件を技術的に検証し、明確化する。実施可能な事項が明らかになった場合は、制度
改正の全体に先んじて実施する。 【平成3１年度中速やかに措置】

＜農業⽤の最新型ドローンの普及に向けた取組＞
－最新型ドローン導⼊の⽬標値、「ドローン⽤農薬」の品⽬数

の ⽬標値などを含む、「総合的な農業⽤ドローン導⼊計画（
仮 ）」を農⽔省が中⼼となって策定する【平成3０年度措置】

（１）航空法に基づく規制
－農業⽤ドローンの航空法に基づく⾶⾏許可については農

⽔省通知（技術指導指針）に 従 い 、 農林⽔産航空協会（
農⽔協）経由で取得しなけれ ばならないとの誤解が現場
に存在。

－農⽔協は⾃動操縦やカメラ機能などを備えた最新型ド
ローンの 申請を受け付けず。

（２）農薬取締法に基づく規制
－ドローン⽤農薬数は全体で約500種とわずか。かんきつだ

と２種 のみ。現場からは品⽬拡⼤の強い要望。
－地上散布⽤農薬をドローンで使⽤するための希釈倍数変更

に伴う 試験のためのデータ再取得に数千万円のコスト。

（３）電波法に基づく規制
－地上30センチの超低空⾶⾏であってもドローンは「陸上移動局」 とは認め

られず、携帯電波利⽤には毎回携帯事業者経由の総務 ⼤⾂許可が必要。

平成30年11月 規制改革推進に関する第４次答申の概要

＜背景＞ ＜指摘事項＞
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○ 農業用ドローンの利活用拡大に向け、規制の見直しを行うとともに、総合的な推進体制を整備

○ 飛行区域（農地）周辺に立入管理区画を設置することで、日中・
夜間にかかわらず、目視外も含め、農薬や種子、肥料等の散布
の際の補助者を不要に。（通常は、操縦者に加え、補助者の設置
が原則必要。）

補助者の配置規制の緩和

○ 農薬登録試験を簡略化し、高濃度・少量での散布が可能
なドローン用農薬数の拡大を促進。

ドローン用農薬数の拡大

○ 航空法上の申請に伴う機体や操縦者の確認を、国土交通
省での手続きに一元化。

○ 民間における技術革新やニーズをくみ取るための官民協
議会を設置するとともに、ドローンの普及を総合的に推進す
るための計画を策定。

推進体制の整備

２人がかりの
作業が、

１人でできる
ようになるわ。

適期の限られる作業を
夜もできれば、

規模拡大のボトルネックを
なくせるぞ。

（参考）

ドローン用
農薬

稲 397剤

野菜類 47剤

果樹類 18剤

総農薬数 4,285剤

H30.10末現在

野菜や果樹の
登録剤が少な

く、
ドローンが
使えないわ

４．農業用ドローンの利活用拡大に向けた規制の見直しについて
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〇 既存の地上散布⽤農薬の希釈倍数を⾒直す変更登録申請の場合、 作物残留試験を不要とする（規制改⾰実施計画（令和元年
6⽉21⽇閣議決定））。

ドローン等による農薬散布に関して提出を要する試験成績の見直し

○ 農薬取締法上、いかなる散布機器を⽤いるかは農薬を使⽤する者が遵守すべき基準に含まれていない。農林⽔産省は「散
布」、「雑草茎葉散布」、「湛⽔散布」、「全⾯⼟壌散布」等の使⽤態様においてドローンを使うか否かは、農薬使⽤者の
⾃律的な判断に任せる旨、解釈を明確化し、関係者に通知する（規制改⾰実施計画（令和元年6⽉21⽇閣議決定））。

農薬の使用方法の表示と散布機器の関係についての解釈の明確化

9

５．農薬取締法に基づく規制の見直し

既に地上散布用に登録されている農薬を高濃度散布するために変更しようとする場合の試験内容

薬害試験 必要 （ただし、ほ場での実施に限らない）

薬効試験 必要なし

作物残留試験 必要なし

・農薬の使⽤⽅法の表⽰及び提出を要する試験の取扱いについて（平成31年２⽉22⽇付け30消安第5541号農林⽔産省消費・安全局農産安全管理課
⻑通知）

・ 農薬の登録申請において提出すべき資料について（平成31年3⽉29⽇付け30消安第6278号農林⽔産省消費・安全局⻑通知）

農薬取締法上、農薬の使用方法としての「散布」、「雑草茎葉散布」、「全面土壌散布」等の表示は、ドローンを含め散布機器の選択

に制限を設けるものではなく、農薬散布に当たり使用する散布機器は農薬使用者の自律的な判断に任されている。

➡ 使用方法において、散布機器が指定されていない『散布』、『全面土壌散布』などとなっている農薬についても、その使用方法を

始め、希釈倍率、使用量等を遵守できる範囲であれば、ドローンで使用可能



６．農薬等の空中散布の適正な実施について
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ドローンに関する規制の見直しについて

空中散布を⽬的とした⾶⾏マニュアルの新設

農⽔省検討会の議論を踏まえ、既存の国⼟交通省の⾶⾏マニュアルに補助者配置義務を不要とする要件、⽬視外⾶⾏
の要件等を加えた農⽤地におけるドローンによる空中散布⽤の⾶⾏マニュアルを策定。

＜主な追加内容＞

（１）補助者配置義務を不要とする要件
通常の空中散布、夜間⾶⾏⼜は⽬視外⾶⾏での空中散布において、補助者を配置しない場合には、次の必要な措

置を追加して⾏う。
・ほ場周辺における⼈や⾞両へのドローンの衝突リスクを回避するため、⾶⾏範囲の外側に⽴⼊管理区画を設定する。
・製造者等が保証する「位置誤差」、「落下距離」に応じて、⽴⼊管理区画を設定する。
・製造者等が保証する「位置誤差」等が⽰されていない場合には、別添「⽴⼊管理区画の設定」に基づき、⽴⼊管理

区画を設定する。
・⽴⼊管理区画では、⼈や⾞両の接近の可能性がある場合に、ほ場周囲の状況に即した注意を求める対応を⾏う。
・夜間⾶⾏⼜は⽬視外⾶⾏の場合には、⾃動操縦による⾶⾏のみにより⾏い、⾶⾏範囲を制限する機能（ジオ・フェ

ンス機能）及び不具合発⽣時に危機回避機能（フェールセーフ機能）が作動するよう設定して⾶⾏させる。
・⾶⾏⾼度は空中散布の対象物上４ｍ以下とする。

（２）⽬視外⾶⾏の要件
⽬視内農地と接続する農地の範囲内とし、第三者の⽴ち⼊りを制限できない公道、住宅地等に隔てられた⾶び地

を含まない。 10



11

ドローンに関する規制の見直しについて

＜⽴⼊管理区画とは＞
○ ⽴⼊管理区画とは、⾶⾏する農地周辺に接近する可能性

がある⼈や⾞両へのドローンの衝突リスクを回避するため、
⾶⾏の精度に由来する「位置誤差」と、物体としての危険
性に由来する「落下距離」を合算して、ドローンが落下し
うる範囲として、⾶⾏区域の外側に設定する区域。

○ ⽴⼊管理区画内において⼈や⾞両の接近の可能性がある
場合には、ほ場周囲の状況に即して⼈や⾞両運転⼿に注意
を求める対応を⾏う。

○ メーカーが保証するそれぞれの数値を参照して設定する
こととし、これによりメーカーの技術開発が促されるよう
に配慮。メーカーが明⽰しない場合には、⾶⾏マニュアル
に掲載する数値により設定する。

○ なお、農⽔省検討会において、農業者から各機体の「位
置誤差」を把握したいとの意⾒があったことから、後述の
官⺠協議会を通じてメーカーに明⽰を促すこととする。

︓隣接農地等の管理者に事前連絡しておけば、
看板等の注意喚起措置は不要

⽴⼊管理区画

⽴⼊管理区画 ︓⼈、⾞両の⽴ち⼊りがあり得るため、看板、パ
イロンの配置等による注意喚起の対応が必要

注意喚起の例

農
道

⼭
林

⽴
⼊
管
理
区
画

⽴⼊管理区画

畑

⽴
⼊
管
理
区
画

畑

⽴⼊管理区画

畑

現在の
散布可能範囲
（補助者必
要）今後

散布可能に
なる範囲

（補助者不要）林

地林地の影で
⽬視外

操縦者

６．農薬等の空中散布の適正な実施について
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ドローンに関する規制の見直しについて

空中散布ガイドラインの新設
農薬取締法（昭和23年法律第82号）第25条に基づく、農薬を使⽤する者が遵守すべき基準を満たした安全かつ適正な空中

散布となるように、農薬の安全使⽤に関する事項について、農薬使⽤者の⼀定の⽬安となる「空中散布ガイドライン」を策定
する。ガイドラインは、無⼈ヘリコプター⽤とドローン⽤をそれぞれ策定する。

＜主な記載内容＞
（１）ほ場周辺の地理的状況（住宅地、⽔道⽔源等）、耕作状況（収穫時期、有機農産物等）等を勘案した散布計画の作成
（２）実施区域周辺への事前の情報提供
（３）空中散布時の留意事項

－⾵向きを考慮した⾶⾏経路の設定
－散布⽅法（⾶⾏速度、⾶⾏⾼度、⾶⾏間隔及び最⼤⾵速）は、機体メーカーが取扱説明書等に⽰した散布⽅法を参考に

⾏う（機体メーカーから⽰されていない場合には、過去に農⽔省の検討会において策定された散布⽅法、⾶⾏⾼度︓作
物上２ｍ以下、散布時の⾵速︓３ｍ/ｓ以下等により実施）。

（４）散布計画及び散布実績の提出
無⼈ヘリコプターのみ。ドローンに関しての散布計画及び散布実績の提出は求めない。

（５）事故発⽣時の対応
農薬に関する事故については農林⽔産省に報告。航空安全に関する事故については国⼟交通省に報告。

（６）関係機関の役割
国︓情報の収集と提供、機体メーカー︓散布⽅法の情報提供 等

なお、技術指導指針には記載されていたが、ガイドラインに記載されていない事項は以下のとおり。
・都道府県協議会及び地区協議会の規定
・登録代⾏機関などの航空法に基づく許可・承認の申請に関すること

６．農薬等の空中散布の適正な実施について
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７．農業用ドローンの普及について

○ 農業用ドローンの本格的な普及に向けて、農業用ドローンや利用技術の普及を加速化するための計画を
策定するとともに、官民協議会を設立。

○ 官民協議会の枠組みを活用して、利用者や民間事業者等のニーズやシーズを丁寧にくみ取りながら、農業
生産にドローンを活用したイノベーションを波及させる。普及計画は、新たな情報を取り入れつつ随時見直す。

(1)コンセプト
２ 官⺠協議会（平成３１年３⽉１８⽇設⽴）

(2)構成員（webにより広く会員を募集し、情報の受発信を⾏う）

・先端技術の情報、実証活動のPR、安全に関する知⾒、事故情報の収集・提供
・現場で利⽤の⽀障となっている規制等に関する情報・意⾒の収集・交換

・ドローンメーカー
・サービス事業者
・関係省庁（農⽔省（事務局）、内閣官房、経産省、国交省、総務省）

※ web上の協議会を常設して情報交換。新しい利⽤技術や農薬登
録のニーズも随時収集。必要に応じて関係者による会議を開催。

設立会には約200名の関係者が参加

・農業者
・⺠間団体

協議会ページはこちら→
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/drone.html

・研究機関
・地⽅公共団体
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計 画 の ポ イ ン ト
① 農薬散布や施肥、⽣育状況や病害⾍発⽣状況等の各種センシング、栽培管理、⿃獣被害対策など、利⽤分野

ごとの技術開発状況・普及の現状を把握するとともに、分野ごとの普及⽬標を策定。
② 地⽅説明会は、規模・主催の異なるイベントも組み合わせ、協議会会員の⺠間企業の協⼒を得て実施。普及
組織、農業⾼校等も積極的に関わるよう⼯夫する。

③ 農薬登録のニーズを聞き取り、優先順位もつけながら、農薬数の⽬標を設定。特に野菜・果樹⽤。

・農業⽤ドローンの普及⽬標（利⽤分野別）
・普及促進のための地⽅説明会の開催⽬標
・「ドローン⽤農薬」と位置付けられる農薬品⽬数の⽬標
・普及拡⼤に向けた先端技術、規制点検に関する情報共有の枠組み（官⺠協議会と連携）

１ 農業⽤ドローンの普及計画（平成３１年３⽉１８⽇策定)



７．農業用ドローンの普及について

農薬散布

薄← 葉⾊ →濃
(不良 ⽣育状況 良）

⽔稲の葉⾊マップ例

⽣育状況センシング

病害⾍管理 ⿃獣害対策

スピードスプレーヤー防除が困難な急傾斜の果樹栽培において、ドローンを活⽤した
病害⾍の発⽣状況のセンシング及び農薬散布技術を開発中。ドローンによる果樹の
薬剤散布は従来の散布時間を⼤幅に削減できると期待されている。

スピードスプレイヤーによる
防除が困難な急傾斜園地に対応

センシング技術により病害⾍発
⽣状況を把握・予測

国内で⽔稲を中⼼に
約３.1万haでドローン
による農薬散布が実施
（平成30年度）。

今後、平地の⼟地利
⽤型農業だけでなく、
中⼭間地、狭⼩な園
地等での利⽤拡⼤も
期待。

ドローンに搭載した特殊カメラによって⽔稲の⽣育状況をセンシング（⼀部企業でサービ
ス開始済）。追肥の判断やほ場間の⽣育状況⽐較、収量予測等に役⽴てることがで
きる。

空撮技術や⾚外線カメラ等の画像解析技術により、シカ、イノシシ等の⽣息状
況の把握を実証中。AIによる⿃獣の⾃動認証技術と⾃動⾶⾏ドローンを活⽤
した追い払い技術や捕獲場所の⾒回り等を開発中。

⼤型野⽣⿃獣⽣息域の把握 ⿃獣追い払い

カメラ

ドローンに⾚外線サーモカメラを搭載し夜
間⾶⾏で撮影したシカ（午前0時）

○ 農林⽔産業の現場では、農薬散布や作物の⽣育状況のセンシングなど様々な⽬的でドローンの利活⽤が進んでいる。特に
零細ほ場や傾斜地など、⽇本の農業が抱える課題に対応し、作業効率性を⾼めると期待されている。

○ さらなる利活⽤促進に向けて、ドローンを活⽤した技術開発を進めているところ。

センシングにより、広範囲を監視し、⿃獣の
侵⼊を感知。後追い等を実施。

獣道を可視化し、効果的
な駆除・捕獲に役⽴てる

可視化

● ⽣育不良のところだけ
ピンポイントで施肥を⾏え
ば、⽣育のムラがなくなる
とともに、施肥コストが削
減。
● ⽣育状況をデータ化す
ることで、翌年以降の⼟
作り等に活⽤できる。

● これまで⽬視外だった
果樹の上部の様⼦を把
握できる。
● 運転技術を要する急
傾斜地でのドローンの利
⽤は、⾃動航⾏技術を
⽤いた普及を⽬指してい
るところ。
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【農業⽤ドローンで散布可能な農薬の⽬標】

現在、ドローンに適した⾼濃度・少量で散布できる農薬は稲や⻨などの⼟地利⽤型作物を中⼼に登録されているものの、
野菜や果樹などの品⽬については未だ使⽤可能な農薬数が限られているのが現状である。

このため、ドローンに適した⾼濃度・少量で散布する農薬であっても、単位⾯積当たりの農薬の投下量が従来と同等であ
れば変更登録の申請において作物残留試験の追加の実施を不要とする⾒直しが⾏われたところである。また、①各都道府県
からのドローン散布農薬に対する現場ニーズを農薬メーカーに通知して登録申請の検討を促すとともに、②特にニーズの⾼
い農薬について産地とメーカーのマッチングを実施することにより、ドローンに適した農薬の適⽤拡⼤を推進する。

こうしたことにより、農業⽤ドローンでの散布に適した「ドローン⽤農薬」の登録数の拡⼤を図り、⽬標値を、次のとお
り設定する。

表︓作物別のドローンに適した農薬⽬標数

農業用ドローン普及計画（平成31年３月18日農業用ドローンの普及拡大に向けた官民協議会）
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８．ドローン用農薬の登録拡大について



８．ドローン用農薬の登録拡大について
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【Ｒ１年度の研究実績】
カンキツかいよう病では空撮画像からでも機械判定が可能と推察された。また、他の病害⾍についても⾼精度に検出する

ための条件を明らかにした。傾斜地果樹園を⾶⾏させて得たサンプルデータとデータ化した地図情報を重ねることで独⾃の
三次元散布マッピングを作成するとともに気圧計のみで構成する⾼精度な⾼度測定装置を開発した。散布機への装着ノズル
候補を2種選抜した。ドローン散布が望まれる農薬のうち、61種類の殺菌剤、殺⾍剤を濃厚散布に供試し、溶解性や吐出性、
薬害発⽣の有無等を明らかにした。また、濃厚少量散布薬液の被覆⾯積率ごとに防除効果を評価する装置を開発した。さら
に、市販ドローンを⽤いた散布試験により、⼀部薬剤で⿊点病ならびにミカンハダニ防除の有効性を確認した。

（主な研究実績の抜粋）

・傾斜地果樹園を航⾏するドローンの開発
傾斜地果樹園を⼿動で⾶⾏させて取得したサンプルデータとデータ化した地図情報を重ねることにより複雑な地形でも

独⾃の三次元散布マッピングが作成できたが、国⼟地理院の⾼度データを⽤いたところ、地図を拡⼤した際に⾼度情報
データが所々⽋損していることが判明した。また、⾵況などによる環境要因によって、気圧が頻繁に変化する傾斜地の地
形において補器類を使⽤することなく、気圧計のみで⾼い⾼度精度を実現できる⾼度測定装置を開発した。

・ドローンからの濃厚少量散布⽤農薬散布機の開発
濃厚少量散布⽤農薬散布機への装着ノズル候補として付着性の観点から2種類のノズルを選抜した。また、散布された農

薬の付着性を評価する試験装置の設置位置と設置点数についても、ドローン進⾏⽅向と直交する横３点に試験装置を設置
することで、付着効果を効率的かつ的確に判定可能であることを明らかにした。

・ドローンからの濃厚少量散布⽤農薬の選抜
選抜した61種類の殺菌剤、殺⾍剤を濃厚散布に供試し、溶解性や吐出性、薬害発⽣の有無等を明らかにした。また、濃

厚少量散布薬液の被覆⾯積率を0.01〜100％に設定し防除効果を評価する装置を開発した。さらに、平坦地の圃場におけ
る市販ドローンを⽤いた散布試験により、⿊点病防除で有効性を確認した。

戦略的プロジェクト研究推進事業
ドローンやセンシング技術を活用した栽培管理効率化・安定生産技術の開発（平成30年度～令和４年度）
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現在、国際標準化機構（ISO）では、農薬散布⽤⼩型無⼈
航空機の散布装置に関する国際規格化の議論がスタートして
いる。具体的な議論の内容は、環境保護に配慮した散布装置
の要求事項。この中には散布農薬の付着試験⽅法、散布分布
試験⽅法及びドリフト評価⽅法なども含まれている。

我が国においても、関連企業、試験研究機関、及び⼤学を
メンバーとした国内審議委員会が設⽴され、国際標準化の議
論に参加している。

我が国の⼩型無⼈航空機による農薬散布技術は、諸外国と
⽐較しても⻑い経験と実績があることから、これまで⽇本が
確⽴してきた技術及び⼿法を国際規格に取り込まれることが
求められている。このため、ISO／TC23（トラクタ及び農林
業⽤機械に関する技術委員会）の国内審議団体では、⼩型無
⼈航空機を販売、開発している企業の参画・協⼒を得ながら、
実地試験等により、農薬散布⽤⼩型無⼈航空機の効率性、正
確性、安全性等の実証・把握が⾏われているところである。

ISO TC023 SC06 WG25 UAV Spraying Systems
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国際植物防疫年(IYPH2020)

〇 2020年は国連が定めた国際植物防疫年
〇 世界の⾷料の80%以上が植物由来。このうち20〜40%が植物病害⾍の被害により損失
〇 飢餓・貧困など世界的に重要な課題に取り組む上で、植物病害⾍のまん延防⽌に向けた取

組の重要性に対する世界的な認識を⾼めることが⽬的
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〇 国内の取組
 ⺠間企業・団体等のサポーター認定
 政府広報によるBS放送テレビ番組、WEB広告、SNS発信
 国際年を記念した郵便切⼿の発⾏（10⽉5⽇）
 機内誌・機内映像コンテンツでの広報

開催⽇ 内容
2019年12⽉(ローマ) IYPH2020開始イベント
2019年12⽉〜2021年1⽉ 国際写真コンテスト
2021年3⽉（ローマ） IPPC総会及び閣僚級会合
2021年6-7⽉（ヘルシンキ） IYPH2020国際カンファレンス

〇国際機関の取組
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